
○熊本市障害者等に対する移動支援事業の実施に関する規則〔障がい保健福祉課〕 

平成２８年３月３１日 

規則第５７号 

（目的） 

第１条 この規則は、屋外での移動が困難な障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）であって社会生活

上必要な外出の際にその支援をする者がいない者に対して、移動の支援に係る費用（以下「移動支援費」とい

う。）を助成する移動支援事業を実施するために必要な事項を定めることにより、障害者等の自立生活及び社

会参加の促進を図り、もって障害者福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（地域生活支援事業） 

第２条 本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第７７条に基づく地域生活支援事業とする。 

（助成の対象等） 

第３条 市長は、市長が別に定める要件を満たす者に対し、予算の範囲内において、移動支援費に対する助成を

行うことができる。 

２ 移動支援費に対する助成の額、助成の方法その他の助成の内容は、市長が別に定める。 

（申請） 

第４条 移動支援費に対する助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が別に定めるところ

により、市長に申請しなければならない。 

（審査等） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、審査を行い、適当と認めたときは、申請者に対し、移動支援費に

対する助成の決定を行うものとする。 

２ 市長は、前項に規定する助成の決定に当たっては、必要な条件を付することができる。 

（届出） 

第６条 前条第１項の規定により移動支援費に対する助成の決定を受けた者（以下「受給者」という。）が第３

条第１項に規定する要件に該当しなくなったときその他市長が別に定める要件に該当したときは、受給者又は

その家族若しくはこれに準ずる者が速やかに市長に届け出なければならない。 

（決定の取消し） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、移動支援費に対する助成の決定の全部又は一部を取り

消すことができる。 

(1) 受給者が第３条第１項に規定する要件に該当しなくなったとき。 

(2) 偽りその他不正な行為により移動支援費に対する助成を受けたとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が別に定める要件に該当するとき。 

（返還） 

第８条 市長は、前条第２号の規定に該当するときその他市長が別に定める要件に該当するときは、その者に対



し、助成した額の全部又は一部の返還を求めることができる。 

（雑則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 



熊本市移動支援事業実施要綱 

 

制定  平成１８年１０月 １日健康福祉局長決裁   

改正 平成１９年 ４月 １日健康福祉局長決裁    

平成２１年 ４月 １日健康福祉局長決裁    

平成２２年 ３月２３日健康福祉局長決裁    

平成２２年 ９月 １日健康福祉局長決裁    

平成２２年 ９月２７日障がい保健福祉課長決裁 

平成２３年 ９月２９日健康福祉局長決裁    

平成２４年 ３月２９日市長決裁 
平成２５年 ３月２６日健康福祉子ども局長決裁 
平成２６年 ３月３１日健康福祉子ども局長決裁 
平成２８年 ３月３０日健康福祉子ども局長決裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号。以下「法」という。）第７７条の規定により行う地域生活支援事業として屋外での移動が困難な障害者及

び障害児（以下「障害者等」という。）に社会生活上外出する事が必要不可欠な時に、支援する者がいないた

め外出に支障がある場合に、外出を支援する移動支援を行う事業（以下「移動支援事業」という。）について

必要な事項を定め、もって自立生活及び社会参加を促すことを目的とする。 

（内容） 

第２条 移動支援事業の内容は、次に掲げることを行う事業とする。 

(1)  個別的支援が必要な者に対するマンツーマンによる支援 

(2)  複数の障害者等への同時支援 
（対象者） 

第３条 移動支援を受けることができる障害者等は、法に規定する援護の実施者が本市となる者で、本人のみで

外出することが困難であり、移動支援に相当する法第５条第１項に規定する障害福祉サービスに係る法第１９

条第１項に規定する介護給付費等の支給を受けることができないものであって、他に適当な介護者がいない次

に掲げる者とする。 

(1) 法に規定する知的障害者又は精神障害者で、調査時障害支援区分（障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号。以下「法施行令」という。）第１０条第２項（法

施行令第１３条において準用する場合を含む。）に規定する市町村審査会（法第１５条に規定する市町村審

査会をいう。）が審査及び判定を行う前の合計点数等（障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判

定の基準等に関する省令（平成２６年厚生労働省令第５号。以下「区分省令」という。）第１条に規定する

合計点数等をいう。）により該当する区分省令第１条各号に掲げる区分をいう。以下同じ。）又は障害支援

区分（法第４条第４項に規定する障害支援区分をいう。以下同じ。）が１以上のもの 

(2)  法に規定する身体障害者で、調査時障害支援区分又は障害支援区分が３以上で、かつ、二肢以上に麻痺が

あるもの 

(3) 法に規定する難病患者等で、調査時障害支援区分又は障害支援区分が１以上のもの 

(4)  法の規定による障害児で、障害児支援区分（平成１８年厚生労働省告示第５７２号に規定する障害児支援

区分をいう。以下同じ。）が１以上のもの 

（給付費） 

第４条 市長は、第６条第1項の規定により支給の決定を受けた者（以下「支給決定障害者等」という。）が第

７条に規定する支給決定の有効期間内において、第１４条の規定により登録した移動支援の事業を行う者（以

下「事業者」という。）から移動支援（第１６条に規定する支給量の範囲内のものに限る。）を受けたときは、

当該支給決定障害者等に対し、給付費を支給する。 

２ 給付費の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を、熊本市地域生活支援事業

に要する費用の額の算定基準に関する要綱（平成１８年１０月１日制定）別表に規定する移動支援に要した費

用に乗じて得た額を交付する。 
(1)  第６条に規定する支給の決定において、支給決定障害者等又は当該支給決定障害者等と同一の世帯に属 



する者（障害者にあっては、配偶者に限る。）に、当該年度分（４月１日から６月３０日までにおける決定

にあっては、前年度分）の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定に

よる特別区民税を含むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）が課されている場

合 要した費用の１００分の９０ 

(2)  第６条に規定する支給の決定において、支給決定障害者等又は当該支給決定障害者等と同一の世帯に属 

する者（障害者にあっては、配偶者に限る。）に、当該年度分（４月１日から６月３０日までにおける決定

にあっては、前年度分）の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定に

よる特別区民税を含むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）が課されていない

場合 要した費用の１００分の９５ 

(3)  第６条に規定する支給の決定において、支給決定障害者等又は当該支給決定障害者等と同一の世帯に属す

る者（障害者にあっては配偶者に限る。）が、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯

（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の推進及び永住帰国後の自立支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）による支援給付受給世帯の場合 要した費用の１００分の１００ 

３ 前項の規定により算出した給付費の額に１０円未満の端数がある場合は、これを切り上げるものとする。 

４ 市長は、支給決定障害者等が、事業者から移動支援を受けたときは、当該支給決定障害者等が当該事業者に

支払うべき移動支援に要した費用について、給付費として当該支給決定者等に支給すべき額の限度において、

当該支給決定障害者等に代わり、当該事業者に支払うこととする。 

５ 前項の規定による支払があったときは、支給決定障害者等に対し給付費の支給があったものとみなす。 

６ 市長は、第１７条の規定により、当該事業者から給付費の請求があったときは、請求内容を審査し支払うも

のとする。 

（支給申請） 

第５条 移動支援を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、地域生活支援事業支給申請書兼利用者負担額

減額・免除等申請書（様式第１号）により市長に申請を行うものとする。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、第３条第１号に規定する調査時障害支援区分若しくは障害支援区分又

は同条第４号に規定する障害児支援区分の認定及び次条第１項に規定する支給要否決定を行うため、当該申請

に係る障害者及び障害児又は障害児の保護者に面接を行い、その心身の状況、その置かれている環境等につい

て調査を行うものとする。 

（支給決定） 

第６条 市長は、前条の規定により申請があったときは、速やかに内容を検討し支給の要否を決定（以下「支給

決定」という。）するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により支給が決定したときは、申請者に対してその旨を地域生活支援事業支給決定通知

書（様式第２号）又は地域生活支援事業却下決定通知書（様式第２－２号）により通知するものとする。 

（支給決定の有効期間） 

第７条 支給決定の有効期間は、支給決定を行った日から当該日が属する月の末日までの期間と１月間から１２  

月間までの範囲内で月を単位として市長が定める期間を合算して得た期間とする。 

２ 支給決定を行った日が月の初日である場合にあっては、前項の規定にかかわらず、１月間から１２月間まで

の範囲内で月を単位として市長が定める期間とする。 

（支給及び申請内容の変更申請） 

第８条 支給決定障害者等は、第４条第１項に規定する割合を変更する必要があるとき、及び第５条第１項の規

定による申請を行った際の氏名、住所等に変更があるときは、市長に対し、当該支給決定の変更の申請をする

ことができる。 

２ 支給決定障害者等が、第４条第１項に規定する割合を変更する場合は、速やかに地域生活支援事業支給変更

申請書兼利用者負担額減額・免除等変更申請書（様式第１－２号）により市長に申請を行うものとする。 

３ 支給決定障害者等が、第５条第１項の規定による申請を行った際の氏名、住所等に変更がある場合は、速や

かに地域生活支援事業申請内容変更届出書（様式第３号）により市長に届出を行うものとする。 

（支給決定の取消し） 

第９条 市長は、支給決定障害者等が次に掲げる場合には、当該支給決定を取り消すことができる。 

 (1) 支給決定に係る障害者等が、第２条に規定する熊本市移動支援を受ける必要がなくなったと認めるとき。 

(2) 支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内に、本市以外の市町村の区域内に居住地を有するに至った

と認めるとき。 



(3) 支給決定に係る障害者及び障害児又は障害児の保護者が、正当な理由なしに第５条第２項の規定による

調査に応じないとき。 

(4) その他市長が支給を不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により支給の決定を取り消したときは、支給決定障害者等に地域生活支援事業取消通知

書（様式第４号）により通知するものとする。 

（支給の辞退） 

第１０条 支給決定障害者等は、移動支援の支給を辞退するときは、市長に地域生活支援事業辞退届出書（様式

第５号）により申請を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定により支給辞退の申請を受理したときは、支給決定障害者等に地域生活支援事業取消通

知書（様式第４号）により通知するものとする。 

（支給決定通知書の再交付申請） 

第１１条 支給決定障害者等が、第６条第２項に規定する地域生活支援事業支給決定通知書を紛失等したことに

より再交付の申請を行うときは、地域生活支援事業支給決定通知書再交付申請書（様式第１－３号）により行う

ものとする。 

（調査時障害支援区分等の有効期間） 

第１２条 第３条第１号に規定する調査時障害支援区分及び同条第４号に規定する障害児支援区分の有効期間

は、支給決定を行った日から当該日が属する月の末日までの期間と１月間から３６月間までの範囲内で月を単

位として市長が定める期間を合算して得た期間とする。 

２ 支給決定を行った日が月の初日である場合にあっては、前項の規定にかかわらず、１月間から３６月間まで

の範囲内で月を単位として市長が定める期間とする。 

（サービスの利用） 

第１３条 移動支援を受けようとする支給決定障害者等は、事業者に第６条第２項の規定により通知した地域生

活支援事業支給決定通知書を提示して、当該移動支援を受けるものとする。 

（事業者の登録） 

第１４条 市長は、この事業を行うことが適当と認める民間事業者等を登録することができる。 

２ 前項の規定により登録することができる民間事業者等は、熊本市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第９６号）に規定する指定居宅介護に係る基準を満た

すものとする。 

３ 第１項の規定による登録の要件その他の登録に関し必要な事項は、別に定める。 

（サービスの提供） 

第１５条 前条の規定により登録を受けた事業者等は、支給決定障害者等とサービス利用について契約を行った

場合は、移動支援計画を立て、計画に基づいてサービスを提供するものとする。 

２ 登録事業者は、支給決定障害者等に急な用事ができた場合は、移動支援計画の範囲内において、電話等の簡

便な方法での申し入れにより、柔軟にサービス提供を行う。 

（支給量） 

第１６条 市長は、支給決定を行う場合には、月を単位として第７条で定める期間において給付費を支給する移

動支援の量（以下「支給量」という。）を定めるものとする。 
２ 支給量は、月５０時間を限度とし、第５条第１項の規定により申請を行った者（以下この条において「申請

者」という。）ごとに決定する。 

３ 平成１８年９月３０日において市長が外出介護に係る支給決定を行っていた者に係る支給量は、前項の規定

にかかわらず、同日における外出介護に係る支給量の範囲内で申請者ごとに決定する。 

４ 下益城郡城南町及び鹿本郡植木町（以下「旧町」という。）の編入の日の前日に旧町で移動支援に係る支給

決定を受けていた者に係る支給量は、第２項の規定にかかわらず、同日における移動支援に係る支給量の範囲

内で申請者ごとに決定する。 

（給付費の請求） 

第１７条 事業者は、毎月１０日までに前月分の地域生活支援事業給付費（移動支援）請求書（様式第６－１号）、

地域生活支援事業明細書（様式第６－２号）及び移動支援サービス提供実績記録票（様式第６－３号）を市長

へ提出するものとする。 

 （利用者負担額の受領） 

第１８条 事業者は、移動支援を提供した際は、支給決定障害者等から、当該移動支援に要した費用から第４条



の規定により得た額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

（帳簿の整理等） 

第１９条 市長は、移動支援に係る必要な帳簿を整理しなければならない。 

（雑則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

１ 利用者負担額の適用時期の起点は、第１８条の規定にかかわらず、当面の間行わないものとする。 

２ 平成１８年９月３０日において現に法第１９条第１項の規定による支給決定（外出介護に係るものに限る。）

を受けている者（法附則第５条第１項の規定により外出介護に係る支給決定を受けたものとみなされている者

を含む。）については、この要綱の施行日に、第６条第１項の規定による支給決定を受けたものとみなす。 

３ この要綱の施行日を始期とする支給決定の有効期間は、第７条の規定にかかわらず、１８ヶ月間以内とする。 

４ 平成２３年９月３０日において第４条第１項に規定する支給決定障害者等であり、かつ、施行の日において

同行援護（法第５条第４項に規定する同行援護をいう。以下同じ。）に係る法第１９条第１項に規定する支給

決定を受けた視覚障害者が、やむを得ない理由により同行援護を受けることが困難であると認められるときは、

同日から平成２３年１１月３０日までの間に限り、移動支援を利用することができるものとする。 
５ 市長は、前項の規定により移動支援を利用した者に対し、第４条の規定による給付費を支給する。 
６ 前項の規定により給付費を支給する移動支援の量は、第１６条の規定にかかわらず、施行の日における同行

援護に係る支給量（法第２２条第４項に規定する支給量をいう。）から、移動支援を利用した月の初日から同

月の末日までの間に受けた同行援護の量を控除して得た量とする。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年３月２３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年９月２７日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。 
   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （適用日） 

２ 改正後の第１６条第２項の支給量は、施行の日以後に第６条の支給決定を行ったものについて適用し、同日

前に行った同条の支給決定に係る第１６条第２項の支給量については、なお従前の例による。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 
附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 



様式第１号（第５条関係） 
 

（地域生活支援事業） 

支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書 

 

熊本市長（宛） 

次のとおり申請します。 

                          申請年月日 平成  年  月  日 

申 

請 

者 

フリガナ  

生年月日 
明治
昭和 

大正
平成  年  月  日 氏  名              印 

居 住 地 
〒                 

電話番号 

フリガナ  
生年月日 昭和・平成   年  月  日 

支給申請に係る 

障がい児氏名 

 

続  柄  

身体障害者手帳番号  療育手帳番号  

難病患者に係る疾患名  
精神障害者保健福祉 

手帳番号 
 

 

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
状
況 

障害福祉 

関係サービス 

障害 支 援 
区分の認定 有・無 

区分等 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
非該当 

有効 
期間  

利用中のサービスの種類と内容等 
 

介 護 保 険 

要介護認定 有・無 要介護度 要支援（ ）・要介護 １ ２ ３ ４ ５ 

利用中のサービスの種類と内容等 

 

申
請
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
等 

 

サービスの種類 申請に係る具体的内容 

訪
問
系
・
そ
の
他 

□移 動 支 援 
 

□訪 問 入 浴 

日
中
活
動
系 

□日 中 一 時 支 援 Ａ 型 

利用契約予定事業者名 

※利用契約予定事業者が決まっている場合のみ記

入して下さい 

 

 

 

 



※障がい者に限る。（障がい児は不要です。） 
 

 

※いずれも、事実関係を確認できる書類を添付して申請すること。 
 
申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 
 フリガナ  申 請 者 

との関係 
 

氏  名   

住  所 
〒 

電話番号 
同意の欄 

 上記利用者負担軽減対象確認申請の審査判定をする際、世帯全員の市県民税課税状況について税務関係当局に

報告を求めること、及び私と配偶者の収入、資産の状況（以下「収入の状況等」という。）を確認するために必

要があるときは、熊本市が有する私と配偶者の収入の状況等に関する情報を利用することに同意します。 

 氏名                氏名                氏名               

 氏名                氏名                

（※世帯全員分の氏名を記入して下さい。） 

（注） 

１ 調査で得られた情報は、地域生活支援事業の減免対象の判定以外には使用しません。 

２ 収入の状況等に関する情報は、その内容を確認できるものの提出がなかった場合に限り利用されます。 

主治医 

氏 名  医療機関名  

医療機関所在地 〒                 電話番号 

申
請
す
る
減
免
の
種
類 

 

□ Ⅰ 利用料に関する認定 
下記の区分の適用を申請します。 

    （あてはまるものに○をつける。いずれにも当てはまらない場合は空欄とすること。） 
１ 生活保護受給世帯 
２ 市町村民税非課税世帯に属する者 

□  Ⅳ 生活保護への移行予防措置（定率負担減免措置、補足給付の特例措置）に関する認定 
生活保護への移行予防措置（□定率負担減免措置 □補足給付の特例措置）を申請します。 

      ※福祉事務所が発行する境界層対象者証明書が必要となります。 

世
帯
範
囲
の
特
例 

□     下記のいずれにもあてはまるため、住民票に記載された世帯ではなく、申請者のみ又は申請者及びそ
の配偶者のみの世帯とすることを申請します。 
１．税制上、障害者が同一の世帯に属する者の扶養控除の対象となっていない。 
２．医療保険制度において、同一の世帯に属する者の被扶養者となっていない。 



様式第１－２号（第８条関係） 
 

（地域生活支援事業） 

支給変更申請書兼利用者負担額減額・免除等変更申請書 

熊本市長（宛） 

次のとおり申請します。 

                          申請年月日 平成  年  月  日 

申 

請 

者 

フリガナ  

生年月日 
明治
昭和 

大正
平成  年  月  日 氏  名              印 

居 住 地 

〒                 

電話番号 

フリガナ  
生年月日 昭和・平成   年  月  日 

支給申請に係る 

障がい児氏名 

 

続  柄  

身体障害者手帳番号  療育手帳番号  

難病患者に係る疾患名  
精神障害者保健福祉 

手帳番号 
 

 

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
状
況 

障害福祉 

関係サービス 

障害 支 援 
区分の認定 有・無 

区分等 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
    非該当 

有効 
期間  

利用中のサービスの種類と内容等 
 

介 護 保 険 

要介護認定 有・無 要介護度 要支援（ ）・要介護 １ ２ ３ ４ ５ 

利用中のサービスの種類と内容等 

 

変更の理由 
 

変
更
を
希
望
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
等 

 

サービスの種類 申請に係る具体的内容 

訪
問
系
・
そ
の
他 

□移 動 支 援 
 

□訪 問 入 浴 

日
中
活
動
系 

□ 日 中 一 時 支 援 Ａ 型 

利用契約予定事業者名 

※利用契約予定事業者が決まっている場合のみ記

入して下さい 

 



 

※障がい者に限る。（障がい児は不要です。） 
 

 

※いずれも、事実関係を確認できる書類を添付して申請すること。 

 

申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 

 フリガナ  申 請 者 

との関係 

 

氏  名   

住  所 
〒 

電話番号 

 

同意の欄 

 上記利用者負担軽減対象確認申請の審査判定をする際、世帯全員の市県民税課税状況について税務関係当局に

報告を求めること、及び私と配偶者の収入、資産の状況（以下「収入の状況等」という。）を確認するために必

要があるときは、熊本市が有する私と配偶者の収入の状況等に関する情報を利用することに同意します。 

 氏名                氏名                氏名               

 氏名                氏名                

（※世帯全員分の氏名を記入して下さい。） 

（注） 

１ 調査で得られた情報は、地域生活支援事業の減免対象の判定以外には使用しません。 

２ 収入の状況等に関する情報は、その内容を確認できるものの提出がなかった場合に限り利用されます。 

主治医 

氏 名  医療機関名  

医療機関所在地 〒                 電話番号 

申
請
す
る
減
免
の
種
類 

 

□ Ⅰ 利用料に関する認定 

下記の区分の適用を申請します。 

    （あてはまるものに○をつける。いずれにも当てはまらない場合は空欄とすること。） 

１ 生活保護受給世帯 

２ 市町村民税非課税世帯に属する者 

□  Ⅳ 生活保護への移行予防措置（定率負担減免措置、補足給付の特例措置）に関する認定 

生活保護への移行予防措置（□定率負担減免措置 □補足給付の特例措置）を申請します。 

      ※福祉事務所が発行する境界層対象者証明書が必要となります。 

世
帯
範
囲
の
特
例 

□     下記のいずれにもあてはまるため、住民票に記載された世帯ではなく、申請者のみ又は申請者及びそ

の配偶者のみの世帯とすることを申請します。 

１．税制上、障害者が同一の世帯に属する者の扶養控除の対象となっていない。 

２．医療保険制度において、同一の世帯に属する者の被扶養者となっていない。 



様式第１－３号（第１１条関係） 

地域生活支援事業支給決定通知書 

再交付申請書 

 

熊本市長（宛） 

 

申請年月日 平成  年  月  日 

次のとおり地域生活支援事業支給決定通知書の再交付を申請します。 

フリガナ  
生年月日       年  月  日 

支給決定 

障がい者氏名 

              

受給者番号           

居 住 地 〒                 

電話番号 

フリガナ  
生年月日     年  月  日 

支給決定に係る 

障がい児氏名 

 

続柄  

申請の理由 
 

 

  注 １ 支給決定通知書を破り、又は汚した場合の申請については、現在お持ちの支給決定通知書を添付し
てください。 

     ２ 再交付を受けた後、失った支給決定通知書を発見したときは、速やかに市に返還してください。 

 

 

申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 

 フリガナ  申 請 者 

との関係 

 

氏  名                     

住  所 
〒 

電話番号 



様式第２号（第６条関係） 

 

文 書 番 号 

平成  年  月  日 

 

 

                        熊本市長      

 

  

地域生活支援事業支給決定通知書 

地域生活支援事業について、下記のとおり決定しますので通知します。 

 

記 

受 給 者 証 

番     号 
          

支給決定障がい者 

（保護者）氏名 

 

 

 

支給決定年月日  
支給決定に係る 

障がい児氏名 

 

 

 

有 効 期 間  

 

サービスの種類 支  援  の  内  容 

移 動 支 援 
 

 

日 中 一 時 支 援 

 

 

 

 

訪 問 入 浴 
 

 

特 記 事 項 

 

 

 

 

教    示 

 １ この処分に不服がある場合は、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、熊本市長      

  に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があった日の翌日から起算して1年を経過した場合

は、この限りではありません。 

 ２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ月以内に、熊本市を被告 

として（訴訟において熊本市を代表するものは熊本市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。（なお、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合は、この限りではありません。）

ただし、審査請求をした場合には、当該審査請求の裁決があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ月

以内に処分の取消の訴えを提起することができます（なお、当該審査請求に対する裁決があった日の翌日か

ら起算して１年を経過した場合は、この限りではありません。）。 
 

問い合わせ先 

 

 〒   -     
 熊本市 
 
      ○○   ○○     様 

印 



様式第２－２号（第６条関係） 

  
文 書 番 号 
平成  年  月  日 

 
 
 

                     熊本市長 

 

地域生活支援事業却下決定通知書 

 

平成  年  月  日に申請のありました地域生活支援事業の支給及び利用者負担額減額・免除等

については、下記の理由により却下することに決定しましたので通知します。 

 
記 

 
１ 申請事項 

 
 
 

２ 却下の理由 
 
 
 
 

教    示 

 １ この処分に不服がある場合は、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、熊本市長      

  に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があった日の翌日から起算して1年を経過した場合

は、この限りではありません。 

 ２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ月以内に、熊本市を被告 

として（訴訟において熊本市を代表するものは熊本市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。（なお、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合は、この限りではありません。）

ただし、審査請求をした場合には、当該審査請求の裁決があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ月

以内に処分の取消の訴えを提起することができます（なお、当該審査請求に対する裁決があった日の翌日か

ら起算して１年を経過した場合は、この限りではありません。）。 

 
問い合わせ先 

印 

 〒   -     
 熊本市 
 
      ○○   ○○     様 



様式第３号（第８条関係） 

 

地域生活支援事業申請内容変更届出書 

熊本市長（宛） 

届出年月日 平成  年  月  日 

 

次のとおり届け出ます。 

フリガナ  
生年月日       年  月  日 

支 給 決 定 

障がい者氏名 

              

受給者番号           

居 住 地 〒                 

電話番号 

フリガナ  
生年月日     年  月  日 

支給決定に係る 

障がい児氏名 

 

続柄  

身体障害者手帳 

番号 
 療育手帳番号  

難病患者に係る 

疾患名 
 

精神障害者保健福祉 

手帳番号 
 

  

変更前 変更後 

変 

更 

事 
項 

氏
名
・
住
所
等 

フ リ ガ ナ   

氏 名   

生 年 月 日   

居 住 地   

連 絡 先   

続 柄   

所得区分に 

関する事項 

  

この届出書には、次の書類を添付してください。 
１ 上記の事実関係を確認できる書類（公簿等により確認することができるときは、省略することができま
す。） 
２ 地域生活支援事業支給決定通知書 

 

届出書提出者 □届出者本人  □届出者本人以外（下の欄に記入） 

 フリガナ  届出者との

関係 

 

氏  名                     

住  所 
〒 

電話番号 

 

 



様式第４号（第９条及び第１０条関係） 

  

文 書 番 号 

平成  年  月  日 

  

 

 

 

                   熊本市長      

 

 

地域生活支援事業 支給決定取消通知書 

 

  下記のとおり支給決定を取り消しましたので通知します。 

 

記 

受 給 者 証 

番    号  
          

支給決定障がい者 

（保護 者） 氏 名 
 

支給決定取消日  
支給決定に係る 

障がい児氏名 

 

 

取 消 理 由  

 
決定通知書を担当区福祉課に返還してください。ただし、既に決定通知書を提出されている方は、不要です。 
 
 
返還期限  平成  年  月  日 

 

 

教    示 

 １ この処分に不服がある場合は、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、熊本市長      

  に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があった日の翌日から起算して1年を経過した場合

は、この限りではありません。 

 ２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ月以内に、熊本市を被告 

として（訴訟において熊本市を代表するものは熊本市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。（なお、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合は、この限りではありません。）

ただし、審査請求をした場合には、当該審査請求の裁決があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ月

以内に処分の取消の訴えを提起することができます（なお、当該審査請求に対する裁決があった日の翌日か

ら起算して１年を経過した場合は、この限りではありません。）。 

 

問い合わせ先 

印 

 〒   -     
 熊本市 〇〇町 
 
      ○○   ○○     様 



様式第５号（第１０条関係） 

 

地域生活支援事業辞退届出書 

熊本市長（宛） 

届出年月日 平成  年  月  日 

 

次のとおり届け出ます。 

フリガナ  
生年月日       年  月  日 

支 給 決 定 

障がい者氏名 

              

受給者番号               

居 住 地 〒                 

電話番号 

フリガナ  
生年月日     年  月  日 

支給決定に係る 

障がい児氏名 

 

続柄  

身体障害者手帳 

番号 
 療育手帳番号  

難病患者に係る 

疾患名 
 

精神障害者保健福祉 

手帳番号 
 

 

 

辞 

 

退 

 

理 

 

由 

 

 

 

 

 

 

 

届出書提出者 □届出者本人  □届出者本人以外（下の欄に記入） 

 フリガナ  届出者との

関係 

 

氏  名                     

住  所 
〒 

電話番号 

 

 

 



様式第６－１号（第１７条関係） 

 

 

地域生活支援事業給付費 

（移動支援、日中一時支援(Ａ型)、訪問入浴） 

請求書 

 熊本市長（宛） 

 

 

上記のとおり請求します。                 平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求金額 
十億 

    
百万 

    
千 
    

円 

内 

 

訳 

平成   年   月分 

請求給付費名 明細書件数 金    額 

   

   

   

合   計  

事業所番号               

 

請求事業者 

住 所 

（所在地 ） 

〒 

電話番号 
 

名 称  

職・氏名                                                            

振込先 金融機関名  

口座番号  

口座名義  

印 



様式第６－２号（第１７条関係） 

地域生活支援事業給付費明細書 

（移動支援、日中一時支援(Ａ型)、訪問入浴） 

 

 

 

 

受 給 者 番 号           

支 給 決 定 障 が い 者 等 

氏 名 
 

支 給 決 定 に 係 る

障 が い 児 氏 名 
 

 

 

費

用

の

額

計

算

欄 

サービス内容 算定単価 算定回数 当月算定額 摘 要 

     

     

     

     

     

     

     

     

当月費用の額合計 ①  

 

 

利
用
者
負
担
額
等
計
算
欄 

利用者負担額等の内訳 当月算定額 摘 要 

利 用 者 負 担 額 
  

 
  

 
  

当月利用者負担額等合計 ② 
 

 

 

 

 

 

 

 

当月介護給付費請求額 ①－② 円 

 枚中  枚 

平成   年   月分 
  
事業所番号           

事業者及び 
その事業所 
の名称 

 
 
 
 

 



様式第６－３号（第１７条関係） 平成  年  月分       移動支援サービス提供実績記録票 

受給者 

番 号 
          

支給決定障がい

者等氏名

(児童 氏名 ) 

 

事業所番号 

              

契 約 

支給量 
 

事業者 

及 び そ

の 

事業所 

        
所得段階 利用者負担割合 

一般・低所得・生活保護 １０％相当 ・ ５％相当 ・ ０  

 

日付 曜日 
サービス内

容 

移動支援計画 サービス提供時間 
算 

定 

時間

数 

派

遣 

人

数 

利用

者 

負担

額 

提
供
者
印 

サ
ー
ビ
ス 

確
認
印 

利
用
者 

開始時

間 

終了時

間 

計 

画 

時間

数 

開始

時間 

終了

時間 

             

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

   ： ：  ： ：      

             

             

   ： ：  ： ：      

合 計          

サービス内容記載例 

① 医療療機関への通院 ② 官公庁及び銀行への手続 ③ 通所サービスや就労等のための見学 

④ 買い物 ⑤ その他の社会参加活動（具体的内容を記載） 

 
 枚中  枚目 


